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１ 「いま」の林業の課題



1－① 森林・林業の国の予算



〇 昭和41年の全国森林資源調査では、人工林の齢級別面積のピークは1齢級であった。
このピークが時間の経過とともに変化。このピークの変化に合わせるように、公共事業
（造林事業）の補助対象作業が拡大。

〇 昭和48年に下刈り、雪起こし、昭和49年には除間伐（3～4齢級）が対象に拡大。その
後、間伐対象齢級は徐々に拡大。

〇 平成12年には、9齢級まで間伐の補助対象齢級となり、間伐材の利用目標量が設定
され、この傾向が続き、平成24年には標準伐期齢の2倍まで補助対象となった。

〇 針葉樹素材生産量と間伐材の利用量を比較すると、平成19年には間伐材利用量は
針葉樹素材生産量の30％を超えるまでになり、平成27年は46％となっている。

造林補助事業の変遷



〇 造林補助事業の対象は年々拡大し、今では主伐以外の作業は補助
の対象となっている。

〇 また、平成27年には間伐材の利用量は、針葉樹素材生産量の46％
となっている。

〇 つまり、我が国の林業は大きく補助金に依存しており、補助金の減少
は林業生産活動の停滞を意味し、国産材の供給量にも大きな影響を
及ぼすというのが「いま」の状況となっている。



「林野庁の一般会計予算の推移は、実質経済成長率の動向に最も関係している」
と指摘されている。

低経済成長の時代、人口減少・高齢化社会を迎えている中で、
林野庁の一般会計予算が大きく増加することは考えにくい。

森林・林業・木材産業関係の予算

実質経済成長率

林野庁一般会計予算

出典：「森林の多面的機能の変遷に関する研究」（津脇 2016）





「いま」のような状況では、
森林関係の予算が減少すれば、

森林整備、国産材の供給、林業の担い手の確保
そして山村地域の存続が難しくなるのが実情

補助金に頼らない自立した林業の確立が急務



1－② 木材資源
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「いま」のまま間伐を繰り返せば、
当然、我が国の人工林は大径材化。

大径材化はどのような影響を及ぼすのだろう？

伐採可能な資源の大幅な減少は
国産材供給量の低下を招く
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大径材化はバラ色か？

林分全体が大径材化すると・・・

素材生産現場では、
林業機械の大型化が必要

林業機械の大型化すれば作業道の拡幅が必要

林業機械の大型化、作業道の拡幅をして生産能力が向上しても
現在の林道の幅員、線形、また橋梁では、

トラック運搬がボトルネック
林道だけでなく、林道に接続する農道の改良が必要

製材工場では、大径材に対応するため
製材ラインやバーカーの入れ替えが必要

さらに、現在の製材品の需要では
製材歩留まりが低下し、さらなる素材価格低下が懸念

国、自治体、業界は再び投資ができるのか？



＜事例＞

間伐指定林分

スギ主体 62年生 6.13ha
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具体的な事例で、実際の山の状況を見てみよう。



事例 スギ主体（62年生）

樹種 面積 本数 材積 m3/ha 本/ha m3/本 径x樹高

スギ 5.09 2,685 3,200 629 528 1.19 38cmx25m

ヒノキ 1.04 742 458 441 713 0.62 28cmx22m

合計 6.13 3,427 3,658 597 559 1.07
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樹種 面積 本数 材積 m3/ha 本/ha

スギ 5.09 1,881 2,242 440 370

ヒノキ 1.04 528 326 314 508

合計 6.13 2,406 2,568 418 393

現在の林況

間伐後の林況（30%）

597÷62＝9.6㎥/年・ha

10年後 418㎥＋96㎥＝514㎥/ha

10年後に主伐するとすれば、
収穫材積は減り、
しかも大径木化で単価は下落。
つまり、間伐をして資産が目減り。

間伐後の林分の材積が、10年後に現状まで回復するには
今までの年平均成長量の約1.9倍が必要。

主伐時の収益ならびに再造林ための原資が目減り！



事例 スギ径級別出材予想材積割合
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-14cm
6%

16-22cm
22%

24-32cm
43%

34+cm
29%

現在の国産材需要では
最も歩留まりがよい

できれば避けたい
この径級を製材できない工場が増加

経年変化

大径化すると径級は同じであっ
ても、3番玉以降の丸太では単価
は低下

材積だけではなく、林分の平均単価も低下

現在の木材需要では
製材歩留まりが低下
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歪な林齢構成と大径材化は
「少子高齢化、メタボ化が進行している状態」

そして、何よりも
「次」の世代のための資源を造成していない

ということ
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２ 「いま」を踏まえた取り組み方向
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2－① 持続可能な資源の造成
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択することが重要

林地の仕分け



現在の林業ゾーン
（拡大造林による造林地）

（耕作放棄地）

農地ゾーン

住宅ゾーン

商業、工業ゾーン

林業ゾーン以外の森林

国際競争力のある

林業ゾーン

林業ゾーン以外の森林

現在 これから

農地ゾーン

住宅ゾーン

商業、工業ゾーン

土地利用のイメージ
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2－② 林業経営の改善



これまでの林業（現状）

バブル的な木材価格などを背景に
1千万haの人工造林地が造成

昭和30年代から40年代は
バブル的な木材価格

金額



これからの林業

金額

主伐再造林を力強く推進
するには「儲かる林業が
必要」
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儲かる林業の実現には

① 林業経営コストの低減
② 立木価格の改善

既に主伐期に達した資源があるのだから、
この資源を原資として

新しい林業を構築することができる。

収穫から新しい林業を始めることができる。

今日は、林業経営コストの低減についてお話しします。
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３ 取り組み方向



3－① 経営コストの低減
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13 万円 34 万円 350 万円 397 万円

万円

万円

-366 万円

-19 万円 -20 万円 +70 万円 -129-70 万円

-32 万円

-20 万円

-20 万円

-55 万円 -15 万円

販売収入

3,000本/ha
植栽

－

－

-70 万円

丸太350㎥生産

支

出

地拵・植栽

丸太20㎥生産
作業道50m作設

下 刈

除 伐 切 捨 間 伐11万円/ha
×5年分

育林経費

伐採・搬出
経費

50 年 計

利 用 間 伐 利 用 間 伐

－ － －

主 伐

丸太40㎥生産
作業道50m作設

-54 万円 -280 万円

-160

－ － －

－ － －

収支(森林所有
者の負担)

-15 万円-55 万円

３９万円

林業経営コストのうち、約８割が育林費

育林費 １６０万円

林業経営コストに占める育林費の割合
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地拵え・下刈りの省略による
コストの低減



下刈りの省略

スギの周囲に雑草木が茂っていても、スギの樹冠が周囲の雑草木に
完全に覆われなければ顕著な成長の低下は少ないことが分かった。

（「低コスト再造林の実用化に向けた研究成果集」森林総合研究所より）



コウヨウザンのコンテナ苗による下刈り省略試験

植栽後3年目の状況（無下刈り）

植栽木の背丈は下草を上回っており下刈りは、今までもこれ
からも必要ない

資料：広島県総合技術研究所



造林作業の省力化の必要性

○ 林齢構成の平準化を図り持続的な安定供給を実現するために、
仮に年間国産材需要量３，０００万㎥として、ha当たり３００㎥の丸太を供給するとすれば、

年間１００，０００haの主伐再造林が必要。

・ 下刈りを5年間実施するとすれば、一年間に５００，０００haの下刈りを実施。
・ haの人工数を4人とすれば、4人日×５００，０００ha/年＝２，０００，０００人日/年。
・ 下刈りの適期を6月後半から9月の初旬までとして、実働を50日程度とすれば、
２，０００，０００人日÷５０日 ＝ ４０，０００人

・ 下刈りの時期は、下刈り専門の造林手を４０，０００人確保することが必要。

人口減少時代の中で、必要な人員を確保できるのか？

必要な作業を省略せよ、手を抜けということではない。
必要のない作業はやめようということ。



素材生産

＜作業種＞
伐倒 集材
造材 運材

地拵・植栽

＜作業種＞
地拵え 植栽

下刈（第１回）

＜作業種＞
下刈

従来約４～５年

素材生産事業体による
伐採と造林の一体作業

＜作業種＞
伐倒 集材 造材

運材 植栽 （下刈）

大幅なコスト削減と更新作業期間の短縮

セル生産方式
数か月

（素材生産事業期間）

生産性を高める作業方法
伐採と造林の一体作業（林業版セル生産方方式）

下刈（第２回）

＜作業種＞
下刈

コンテナ大苗
多能工

〇 コンテナ大苗の活用により、下刈りは実際に行ったことと同じ効果を得る。
（→ 下刈りの削減による林業経営コストの低減）

〇 現場作業員が、複数種の作業種を担うこと（多能工）ができれば、効率的な作業配置が実現。
（→ 林業労働者の収入アップ）



3－② 伐期の短縮
（資金回収期間の短縮）
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九州ミステリーサークル！?
（宮崎森林管理署管内国有林 日南市北郷町郷之原）
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植栽配置図
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植付時の状況

（昭和４９年３月）

現 在 の 状 況

            （平成１７年調査）

円
名

植付本
数

植栽密
度

成立本
数

植栽密
度

平均
径級
(cm)

平均
樹高
(m)

平均
枝下
高

平均
樹冠
長

樹冠
率（％
）

ha当た
り材積

樹冠疎密
度（ＲＹ）

イ 36

ロ 36 10,027 26 7,242 11.3 12.9 9.9 3.0 23 507 1.0上

ハ 36 6,987 30 5,823 13.4 13.4 10.0 3.4 25 641 1.0上

ニ 36 4,850 31 4,177 15.2 13.7 9.5 4.2 31 543 0.99

ホ 36 3,365 36 3,365 16.6 14.3 10.0 4.3 30 572 0.97

ヘ 36 2,339 36 2,339 20.1 15.1 10.6 4.5 30 585 0.93

ト 36 1,626 36 1,626 22.9 15.6 9.8 5.8 37 520 0.85

チ 36 1,128 36 1,128 26.8 16.1 10.3 5.8 36 496 0.80

リ 36 783 36 783 29.5 16.4 8.1 8.3 51 407 0.70

ヌ 36 544 36 544 30.9 16.2 9.6 6.6 41 326 0.59

ル 36 377 34 357 33.8 16.8 6.7 10.1 60 250 0.49

オ 36

計

林分密度試験地データ
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成長が速くても、材質は劣らない！

（
ヤ
ン
グ
率
）

（年輪幅の指標）

・ スギのヤング率は年輪幅とは相関が無い（ヤング率と肥大成長との間に負
の相関は認められない）。
・ スギ材の中の仮道管中の構成要素（ミクロフィブリル）が持つ傾角との関係
が深い。

ミクロフィブリル傾角

ヤ
ン
グ

率

（ミクロフィブリル傾角は遺伝によって強く支
配されている。）

・Yoshitake FUJISAWA、 Sadaaki OHTA、 Keiji Nishimura and 

Masahiro TAJIMA (1992) : Mokuzai

Gakkaishi、 Vol.38、 No.7、 638~644

・山下香奈・平川泰彦・藤澤義武・中田了五(2000)：木材学会誌、
Vol.46、No.6、510~522

・Ryogo NAKADA、 Yoshitake FUJISAWA、 and Yasuhiko 

HIRAKAWA (2003): Holzforschung、 Vol. 57、
No.5、 553~560

引用文献
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平成２７年３月１８日
日刊木材新聞 １面
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林分密度試験の他のデータ
低コスト林業に向けた植栽密度の検討―オビスギ植栽密度試験地の結果から―

（福地晋輔、吉田茂二郎ほか、日林誌2011）

〇 直径成長量は植栽密度と強い負の相関（R2＝0.969）があること
がわかった。



運材の便が悪くて間伐材の販売できないところは、なるべく
成長させて早く大材を産出する必要がある。そのため疎に
仕立ててる。 ２，３０年生にて伐採して、３、４寸角材または
貫板にする。

植栽本数
昭和2年 本田静六著「造林学要論」

戦前は、疎植の短伐期林業が各地に存在していた。



　○　伐期齢いろいろ

樹　種 伐期齢（年） 国　名

Pinus radiata １８－２８ チリ

(ラジアータマツ） ２５－３０ オーストラリア

２５－３２ ニュージーランド

２８－３５ 南アフリカ

２０－４０ イタリア
１８－３５ スペイン

Pinus ellottii ２５－３５ ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ、南ｱﾌﾘｶ

（スラッシュマツ） ２０－３０ アメリカ

Pinus taeda ２１－２９ アルゼンチン

（テーダマツ） ２０－３０ アメリカ

Cunninghamia lanceolata １５－３０ 中国

（コウヨウザン）

Eucalyptus globulus １０ー２７ オーストラリア
（ユーカリ　グロブルス）

Eucalyptus grandis ２１－２２ アルゼンチン

（ユーカリ　グランディス） オーストラリア

南アフリカ

国　名 本数（本/ha）

ニュージーランド 1,000

チリ 1,250

スペイン 1,700

　○　植栽本数　（ラジアータパインの例）
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温帯の人工林林業では、
伐期は概ね30年以下
植栽本数は1,000～2,000本

世界の温帯諸国の林業から見れば

レアなのは日本林業

温帯諸国の人工林の伐期齢、植栽本数
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建築用材（並材）生産を想定した施業のひとつとして

樹種 スギ、カラマツ、コウヨウザン

疎植 １，０００～１，５００本/ha

伐期齢 ３０年
（伐期齢とは資金回収期間）

経営コストの低減と合わせて伐期の短縮により

→林業利回りの向上



3－③ 国産材の需要拡大
（産業政策としての造林戦略）
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梁桁を国産材にリプレイス



資料：「木材産業の体制整備及び国産材の利用拡大に向けた基本方針」（平成19年2月 林野庁）



コウヨウザン （広葉杉）の可能性

兵庫県丹波市 石がん寺
（2018年台風で倒木）

福島県須賀川市 永泉寺
（推定樹齢400年、多分日本最古）
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木材の強度的性質の比較

樹種
密度

(g/cm3)
曲げ強さ
(kg/cm2)

曲げヤング率
(tf/cm2)

アカマツ 0.52 900 115

カラマツ 0.50 800 100

ヒノキ 0.44 750 90

スギ 0.38 650 75

ベイマツ 0.49 800 115

コウヨウザン 0.40 768 103

コウヨウザン：広東省21年生4林分20本

他の樹種は木材活用辞典より



資料作成：近藤禎二氏



四国森林管理局辛川山国有林

立木位置図

四国のコウヨウザン林分では萌芽更新により3世代目

1932年植栽
1953年調査
成長：ヒノキの3倍

1978年（57年生）伐採



4 低コスト再造林プロジェクト
（30年後の日本のために）



森林・林業経営の循環

植栽

育成

伐採

戦後の拡大造林を経て
森林資源は蓄積。伐採のタイミング。

木材価格低迷や植林
コスト高で再造林進まず。

植林コストの低減により
再造林を促進し、偏って
いる齢級を平準化。
さらに短伐期施業により、
継続した国産材の安定
供給。

（出所：上：金庫作成、下：林野庁）

➢ 山元における森林・林業経営を循環させ、森林の多面的機能を発揮。

参考資料①：プロジェクトの狙い



参考資料②：プロジェクトのポイント

ポイント 内容 （参考）イメージ

①早生樹の活用

・「早く」「成長する」「樹種」の総称
で、スギやヒノキに比べて成長量が
大きな樹種（コウヨウザン）を活
用することで、伐期の短縮（50
年→30年）に繋げる。

②コンテナ大苗による
一体作業

・コンテナ大苗（育苗用の培土を
入れた専用の容器で生産された
土付きの大苗）を活用することで、
伐採・造林の一体作業による地
拵えの省略や、下刈り回数の削
減に繋げる。

③植林の疎植

・従来、約3,000本/haの植林が
一般的なところ、1,500本/haに
植栽本数を絞ることで、短伐期で
間伐作業を必要としない施業に
繋げる。

従来
3,000本/ha
(本数多）

コウヨウザン（出所：一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団）

今回
1,500本/ha
(本数少）

コウヨウザンのコンテナ大苗（出所：一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団）



参考資料③：プロジェクトの効果

3

5

7
10

20 30

<従来型の造林～主伐イメージ（スギを想定）>

<低コスト再造林プロジェクトで目指す姿>

地拵・植栽
下刈り

(約5年間）
除伐 切捨間伐 利用間伐 利用間伐 主伐

地拵・植栽

（低密度植栽)

下刈り

(回数削減）

除伐

（切捨間伐削減）
主伐

育林費

育林費

効果①
育林コストの削減

（従来比半減を目指す）

効果②
育林期間の短縮
（50年→30年）



・両箇所とも下草は少ない (イネ科雑草、キイチゴ類など)

・ハイトシェルター内で順調に生育 (資材本体を外した状態)

・都城市では資材本体から飛び出した成長旺盛な個体あり

根羽村 都城市

「低コスト再造林プロジェクト」（2020年～ 農林中金、全森連）



平
均
樹
高

５０

１０１

１３８

９８

都城市

根羽村
＋４８

＋４０

＋８８

＋５１

● 両箇所とも良好な成長を示した

● 都城は降水量が多く，平均気温が
高く，生育できる期間も長いことから
顕著な成長

● 植物活性剤フジミンフォレストの土
壌改良効果がみられた

● ２成長期目の今年も下草刈り不要
とみられた
 → 下刈りゼロに期待

成長に関するまとめ
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早生広葉樹・ユーカリ造林の可能性

〇 写真は茨城県水戸市の元林木育種センター
敷（現茨城県庁）のユーカリ（ﾋﾞﾐﾅﾘｽ）で、樹齢
約50年で胸高直径約140㎝

〇 10～20年程度の伐期が期待

〇 チャンチン、ユリノキなど東北地方でも生育す
早生広葉樹がある
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自立的かつ循環する林業の構築を目標に
バックキャスティングで考えていきましょう

30年後の未来を夢見て
私たちの次の世代ために

ファーストステップを踏み出していきましょう
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